
【概要】
１ 消防用設備等の点検結果報告書様式及び点検票様式において、報告義務者である防火対象物の関係者以外の者

にまで押印を求めているところ、当該者については消防機関において本人確認を行う法的必要性が無いこと等を踏ま
え、当該者の押印を不要とし、㊞マークを削除することとした。

２ 点検結果報告書様式において、点検結果報告時に必ずしも確認の必要がない項目や記載すべき内容が明確でない
項目があったこと等を踏まえ、点検結果報告書様式の記載内容の見直しを行うこととした。

３ 不正競争防止法等の一部を改正する法律（平成30年法律第33号。平成31年７月１日施行予定。）による工業標準化
法の一部改正に伴い、各様式備考中「日本工業規格」を「日本産業規格」に改めることとした。

【施行期日等】
１ 各様式は、公布の日より施行 （ただし、「日本工業規格」を「日本産業規格」に改める部分は、令和元年７月１日。）
２ 令和元年９月30 日までは、旧様式を使用しても可

【留意事項】
１ 点検票告示及び点検報告書告示に定める各様式の記名については報告義務者である防火対象物の関係者以外の

者（点検者、防火管理者及び立会者）の押印を不要とし、印マークを削除したが、改正後も、適切かつ確実に点検が実
施されていることを確認できるようにするため、点検者、防火管理者（防火管理者が選任されている場合に限る。）及び
立会者（点検に立ち会った者がいる場合に限る。）の記名は引き続き必要

２ 点検報告書告示に定める別記様式第３について、改正前は、点検者が複数の場合に当該様式を添付することとして
いたが、改正後は、点検者が複数か否かにかかわらず、消防設備士又は消防設備点検資格者（以下「有資格者」とい
う。）が点検を実施した場合に当該様式を添付する必要がある。 また、有資格者の情報については、所持している資
格の情報を全て記載する必要がある。ただし、消防設備士で同類の甲種・乙種両方の資格を所持している者は、甲種
の情報を記載することで可
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消防用設備等点検結果報告書及び点検票の様式の見直し（平成31年４月18日付消防予第79号、第141号）



旧 新

別記様式第１の
点検者欄を削除
し、資格者の情
報はすべて別記
様式第３へ記載

上記欄削除及
び変更等に伴
い備考を修正

点検報告時
に必要の無い
情報等である
ため削除
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点検報告関係様式の改正概要（平成16年消防庁告示第9号別記様式第１）



旧

報告義務者
以外の押印
の印を削除

新
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点検報告関係様式の改正概要（平成16年消防庁告示第9号別記様式第２【抜粋】 ）



旧

一人が複数の資格を所持して
いる場合の記載方法等が不明
瞭であったため、明瞭に記載で
きるよう全体を変更

電気工事士
等が必要と
なる点検に
対応するた
め、備考欄
を追加

「再講習年月
日」を「有効期
限」に変更

新
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点検報告関係様式の改正概要（平成16年消防庁告示第9号別記様式第３ ）

備考欄の運用
方法を追加



旧

報告義務者以
外の押印の印
を削除

「資格・番号」は重複
した情報であるため
削除

新
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点検報告関係様式の改正概要（昭和５０年消防庁告示第14号【抜粋】）



○ 一定の条件を満たした防火対象物に限らず、全ての防火対象物について、郵送による点検報告を受け付
けることが適当とし、郵送による点検報告時等における留意事項を示した。

郵送により報告

副本等の返却
（不備がある場合は指導）

点検を依頼

消防署 建物管理者・所有者等 点検業者

実施内容を確認

点検を実施

郵送による報告の例

主な留意事項

○郵送された書類に届出者の押印がない場合等、届出の形式上の要件に適合していない場合は、再度提
出させる等により指導する。

○郵送により報告された各消防用設備等の点検結果に不良内容があり、改修等の措置が記載されていな
い場合や改修予定時期が記載されていない場合等は、返信用封筒に指導書を同封する等により早期に
改善するよう指導する。

○郵送により報告を受けた場合におけるトラブル防止や適切な記録・管理のため、事務処理要領等を作
成するとともに、留意すべき事項を広く周知するため、消防本部等のホームページを活用する。

実施内容を報告

①

②④
③

⑤
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郵送による消防用設備等の点検報告の推進について（平成31年４月26日付消防予第167号）
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